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【JEL Classification Codes】J15, J24, J61 
【要約】本研究では、外国人人口が増えれば若年の失業は増えるか、言い換えれば外国
人雇用と若年雇用は代替関係にあるかについて計量分析により明らかにする。データに






























































































                   
′         ( i =1,2,…,47, t=1,2,3,4,5)  
ここで誤差項は          と表す。  はは観測できない都道府県の個別効果であり、   は
ホワイトノイズを仮定する。固定効果モデルの場合、  は非確率変数と仮定する。変量効果





被説明変数 Y は若年失業者割合または若年非労働力人口割合とする。注目する説明変数 f
は外国人比率である。コントロール変数 X として、平均年齢、集中地区人口(千人)、若年第
3 次産業比率を考える。第 3 次産業は景気の影響を受けやすいため職の不安定さを表す指標
として用いる。また年の差をとらえるために年ダミーを加える。 












として、過去の外国人比率が用いられていることがしばしばある(Schoeni, 1997; Dustmann, 
2005 他)。これは新たにやってくる外国人は、定住先を選ぶ際、すでに他の外国人が定住し
ている地域を選択する傾向があるためである(Bartel, 1989; Massey et al.,1994)。3節の図 2
でみたように、日本においてもこの傾向は当てはまると考えられる。よって、本稿において














サンプル期間は 1990・1995・2000・2005・2010 の 5 年である。好況期をむかえた 1980





































上昇し 2010年では若年人口の約 22%にまで高まった。若年失業者割合は、1990年の約 3%
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変数 平均 標準偏差 最小値 最大値 
男性 15-24歳失業者割合 0.0462  0.0155  0.0202  0.1152  
(対１5-24歳男性人口) 
    
男性 15-24歳労働力人口割合 0.5533  0.0361  0.4546  0.6511  
(対１5-24歳男性人口) 
    
外国人比率 0.1079  0.0804  0.0141  0.3869  
(対１5-24歳男性人口) 
    
若年男性第 3次産業従事比率 0.5854  0.1054  0.3902  0.8908  
(対１5-24歳男性就業者数) 
    
平均年齢 42.1460  3.0503  33.9 49.3 
     
人口集中地区人口(十万人) 17.5604  24.5626  1.7488  129.1713  
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表 2. 若年男性失業者数割合(対数値)に与える効果のパネル分析       
  (1)   (2)   (3)   (4)   
外国人比率 
(対数値) 
0.097  * 0.030  
 









若年第 3次産業比率     
0.798 ** 1.33 *** 




















































   
0.929 
   






231.52 ***   
 
243.03 *** 
Hausman検定 248.7 ***     50.08 ***     















表 3. 若年男性失業者数割合(対数値)に与える効果の操作変数法を用いた分析 
A. 第 2段階推定の結果 
 
      
 
B. 第 1段階推定の結果 
 
  (1)   (2)   
 
(1)   (2)   
外国人比率 
(対数値) 
0.244  *** 0.252  *** 




      
1期前の外国人比率      
0.436 *** 0.430  *** 





若年第 3次産業比率   
0.312 








































定数項          
         




      
F検定 21.31 *** 19.78 *** 
     
Hausman検定 96.69 *** 77.91 ***           















表 4. 若年男性非労働力人口割合(対数値)に与える効果の操作変数法を用いた分析 
第 2段階推定の結果 
 
      
 
(1)   (2)   
外国人比率 
(対数値) 

























定数項     
        





F検定 6.80  *** 2.80  *** 
Hausman検定 11.36 * 26.22 *** 
注. 観測数は 47 都道府県で 1990 年、1995 年、2000 年、2005 年、2010 年の 5 年分であ
る。すべてのモデルに年ダミーを含む。括弧内はロバスト標準誤差である。Hausman 検定
の結果、どちらのモデルでも固定効果モデルが支持されたため固定効果モデルの推定結果の
み示している。変量効果モデルの推定結果について、重要な結果のみ示しておく。若年男性
第3次産業比率を含んだモデルの第二段階推定の結果は、外国人比率の係数の推定値が0.014
で 5%の有意水準で統計的に有意である。 
 
 
 
